教育庁への「要求と提言」
	要求内容
	回　　答

	１．平和・生命を守る要求
（１）日本国憲法は、国の最高法規であるとともに、国際協調や平和主義、国民主権、基本的人権の尊重など、これからの世界のあり方の先駆的規範として誇り得る内容を有してます。しかし、小泉政権を継承した安倍政権は憲法改悪を公約にかかげ、憲法の実質的改悪として教育基本法の改正を強行しました。改めて憲法を暮らしに根付かせるための自治体行政の役割の大きさを認識し、次の取り組みを行うこと。
①　子どもたちに学校・社会教育のなかで、平和教育を充実させる取り組みを強化すること。また、道立中学・高校の修学旅行などで、平和の尊さや戦争の悲惨さに直接ふれる機会として「広島・長崎の被爆」「沖縄戦」の実相を学ぶ場などを積極的に位置づけるように助言すること。
【指摘事項】

●　「国際社会に生きる　平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎が身に付くよう指導」とあるが、具体的な内容は提示できるでしょうか。
●　「平成２１年度の道立高校の見学旅行においては、およそ５割の学校が、広島、長崎、沖縄を見学地としているところである」とあるが、学校判断による者との解釈でよろしいか？その場合、教育庁からの指導は無いと受け取ってよろしいか。
②　「国旗掲揚や国歌斉唱は地域社会において強制するものではない」と道も説明されていますが、今日、学校の入学式・卒業式においては、特に教職員、子どもには「強制は当たり前」、「従わない者には処分と恫喝」が普通のことになっています。
国旗及び国歌の意義を理解させると言われますが、歴史的な経緯から「日の丸」「君が代」への「軍国主義を肯定するとの思想的な批判」も根強く、そうした価値観をもつ子ども・生徒、教職員、保護者の思想・信条の自由を侵害することについてどう考えているのか、さらに侵害しないためにはどのような措置が必要なのか明らかにすること。
【指摘事項】

●　「国歌「君が代」はいずれの学年においても歌えるよう指導」とあるが、学習指導要領では「指導」のみの記載だが、「歌えるよう」にするのは道独自の指導と受け止めてよろしいか。

●　「教職員が国歌斉唱時に起立することは社会通念上当然のことであると考えている」との回答について、「社会通念上当然」と表現されているため、教職員には憲法で保障されている良心・思想の自由は無いと解釈してもよろしいか。
③　田母神前航空幕僚長の「侵略戦争を肯定」する考えが論文や自衛隊学校での歴史教育の内容になっていることや全国各地で講演会の講師となって同様の発言を繰り返しており、昨年の８月６日の被爆地でもある広島市の講演では「日本は核武装すべき」と主張しています。
　　　こうした誤った考えを正当化する風潮は、憲法改正を公約した小泉・安倍内閣の政治のなかで醸成されてきました。その結果、靖国神社への公式参拝、教育基本法の改悪、沖縄戦の強制自決をめぐる文科省の誤った高校教科書検定作業など歴史を歪曲する動きとなっています。
    　　時の政権・政府が歴史を歪曲することのないように求めるとともに、憲法の理念を道行政に生かすように努力すること。
【指摘事項】

●　教育課題解決のため、歴史を歪曲する動きには特に注意を払い、教育行政の充実発展のためにもさらなるご努力をお願いします。
（２）教職員に対し、保護者や同僚から情報提供を求める制度の導入がなされました。学校教育への信頼確保を目的としていますが、現場管理者との信頼関係や保護者などを巻き込んだ制度は、道教委の管理責任能力が問われることや教育現場に混乱を招く制度であるといわざるを得ません。民主的な教育行政の確立と安心して子どもを預けられる環境確立のため、「情報提供制度」を早期に撤廃すること。
【指摘事項】

●　情報提供制度は、学校現場の同じ職員間での不信感の増長や教職員の日常生活までも及ぶものと考えます。情報提供などの「あたりまえに他人の生活にまで干渉することを認める」制度は、子どもへの影響を考えても教育行政が行うべき課題ではないと思われます。
２．学校給食に関わる要求

（１）道内自治体におけるさらなる食育の充実について
依然深刻な事態にある国民の食・健康の改善に向けて、道内の自治体としてもさらなる成果ある食育の展開が進んでいます。
　　　学校における食育推進については平成２２年３月に「食に関する指導の手引」が改訂され、栄養指導に限定されず関係者誰もが児童・生徒の食育について取り組みを進めるべく、あらためて「調理」、「単独校方式」を活用していくことが数多く示されることに至りました。
1 そのことから、「調理」「単独校方式」の活用に関する道における事例の情報を提供願うとともに、学校職員等として自治体職員である公務員の総合的な食育へのかかわりについて建設的な意見交換を願いたい。
【指摘事項】

●　各自治体における給食施設の新設、改築等に関する状況は把握されていると思いますが、それはおよそいつ頃の段階となりますか?　お答えいただける範囲で結構です。
②　私たちの自治体・職員としても道内におけるさらなる食育拡大が重要と考えているため、その参考として平成２１年２月に集約した以降の「道内市町村の食育推進計画の作成状況」について情報提供をお願いしたい。
（２）学校給食の衛生管理基準の水準確保について
　学校給食調理職場には、正規職員、臨時・非常勤職員、民間企業の社員など自治体によって様々な者が給食調理に従事しています。学校給食法に基づく安全かつ充実した学校給食の運営のためには、改訂が続いてきた衛生管理基準をふまえ、調理現場段階においてはその業務の経験・知識による専門的な対応がなされていくことが必要です。
現在様々な任用形態があるなかで、食中毒を防止するためには、正規職員のみを対象とした衛生管理に関する研修ということではなく、臨時・非常勤職員等、学校給食調理にかかわる者全体が安全な学校給食に必要な基準について知識を持つ研修が実施される必要があると考えます。
①　道内における自治体の参考とさせていただくため、この間の道としての取り組みの事例・情報があれば提供願いたい。
（３）学校給食従事者の検査費用の負担について
　学校給食従事者は、食中毒発生・拡大防止の観点から、ノロウイルスをはじめとする食中毒に関係する感染症の感染の有無について明確にし、必要な対処が必要なために医療機関で検査を受けることとなっています。
①　道内自治体の安全な給食の実施のための管理体制の充実において参考としていくことを目的とするため、現在、道の費用負担に関する額や基準、事例等に関する情報の提供をお願いしたい。

【指摘事項】

●　私たちも各自治体で、子どものための「安全な給食」の実施を確固たるものにしていくことを目的としていますので情報提供いただければと思いますが、上記の検査を「どのような箇所、食材等」で実施したか情報をいただければと思います。
３．学校安全に関わる要求

（１）２００８年に「学校保健安全法」が施行され、参議院付帯決議として「各学校における学校安全対策が的確かつ円滑に行われるよう、もっぱら学校安全対策に従事する、スクールガードリーダー等の配置の充実等人的体制の整備を行うこと」と明記され、児童・生徒が安全で安心な学校生活を送ることが出来るよう体制・環境整備が求められている。

　　　この間、大阪池田小殺傷事件に代表されるように、国や北海道は事件や事故が発生した後の対処や注意喚起を各地方公共団体に行っているが、危機回避や予防など総合的な危機管理対策が行われていないのが現状である。

　　　防犯対策、環境衛生対策などを、総合的・計画的に推進するために、学校と地域をつなぎ、安全のあり方について総合的にコーディネートする専門員を配置し、対応することが必要と考えるが、北海道としての具体的な考えや対策を明確にすること。

【指摘事項】
●　回答で「スクールガード・リーダーの配置拡充や育成、スクールガードの養成に取り組んでいる」とあるが、スクールガード・リーダーの配置状況(学校数、自治体名)と育成や養成について、具体的にどのような事業を実施しているのか情報提供していただきたい。

４．栄養教諭・学校栄養職員について

（１）栄養教諭制度が導入され４年が経過していますが、共同調理場に栄養士が不在となるためさまざまな問題が発生しています。学校給食の安全性・衛生管理の低下などが危惧されるほか、学校および調理場における職務の比重の差が市町村ごとにあり、職場における信頼関係の低下も招いている事態が見受けられます。

「食育」を進めるための栄養教諭制度の円滑な運用は、学校・調理場双方の共通理解の上に成り立つものと考えます。昨年度の回答では、「栄養教諭の勤務状況に関わる現状に関する調査について検討していきたい」とのことでありますが、あらためて早期の調査実施と、その結果を基に現状についての検証を強く要請するとともに、検証をしていくにあたっては現場との協議の場の設置を合わせてお願いしたい。
【指摘事項】

●　現在、検討されている調査について、時期や内容について具体的に示していただきたい。
（２）安心・安全な学校給食の提供や「食育」の推進など栄養教諭および学校栄養職員に求められる業務は多岐にわたるものであることから、栄養教諭ならびに学校栄養職員の配置基準についても、職場の現状を踏まえ、改善をお願いしたい。
【指摘事項】

●　少子化の影響により児童・生徒数の減少が予想されるが、子供たちが減ったとしても業務が比例して減少するとは考えられない。栄養教諭および学校栄養職員の配置については、配置基準を基本としながらも現場の状況を踏まえた配置がなされるべきと考えるが見解を伺いたい。
（３）食物アレルギーを有する児童生徒への対応については、学校職員全員の共通理解が必要であり、また、献立等への対応は栄養教諭および学校栄養職員の職務ではあるが、人員・施設が不十分であり、ほとんど対応できていないのが現状です。現状を踏まえた中で、道教委として具体的な対応策を示していただきたい。


	○　学校教育においては、教科等の指導を通して、日本国憲法の精神について理解を深めており、特に、社会科等においては、日本国憲法が基本的人権の尊重、国民主権及び平和主義を基本的原則としていることについて、社会的事象や生活経験を通して理解が深まるよう指導を進めるとともに、国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎が身に付くよう指導を進めているが、今後とも適切な指導の充実に努めていきたい。
　社会教育では、指導者養成事業や各種講座・学級・団体活動など様々な場や機会を通じて、憲法の精神の理解が図られるよう努めてまいりたい。
道立高校の見学旅行は、「道立学校修学旅行実施基準」において、「自然や文化を直接見聞することによって、各教科等における学習を拡充し、広い知見と豊かな情操を育成する」ことをねらいとしており、実施計画については、各学校が、地域や生徒の実態等に配慮し、作成することとなっている。
なお、平成２１年度の道立高校の見学旅行においては、およそ５割の学校が、広島、長崎、沖縄を見学地としているところである。
【指摘事項に対しての回答】
●　国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎を養うことは、中学校社会科の教科の目標であり、中学校の社会科で指導しているすべての内容が該当する。
●　道教委としては、各学校が、学習指導要領に示されている特別活動の学校行事の目標などを踏まえるとともに、「道立学校修学旅行実施基準」に基づいて、修 学旅行を計画・実施するよう、指導・助言しているところであり、見学地を選定するに当たっては、保護者の経済的負担に十分考慮し、見学地の精選などにより、できるだけ経費の節約に努めるよう、「道立学校における修学旅行実施に関する留意事項」に示しているところ。
○　学校の教育活動は、学習指導要領に基づき、適切に行われる必要がある。学習指導要領では、小学校音楽において国歌「君が代」はいずれの学年においても歌えるよう指導すること、小・中・高等学校の入学式や卒業式においては、その意義を踏まえ、国旗を掲揚するとともに、国歌を斉唱するよう指導することとされており、各学校においては、学習指導要領に基づいて、国旗・国歌を適切に指導する必要がある。
こうした子どもたちへの指導は、児童生徒の内心にまで立ち入って強制しようというものではなく、教育上の配慮の下に適切に指導を進めていく必要があると考えている。
なお、子どもの指導に当たる教職員が国歌斉唱時に起立することは社会通念上当然のことであると考えている。
【指摘事項に対しての回答】
●　平成２０年３月に告示された学習指導要領では、小学校音楽において国歌「君が代」はいずれの学年においても歌えるように指導することとされている。

●　平成11年７月21日の衆議院内閣委員会文教委員会連合審査会において、文部大臣が「一般に、思想、良心の自由というものは、それが内心にとどまる限りにおいては保障されなければならないと考えております。

しかし、それが外部的行為となってあらわれるような場合には、一定の合理的範囲内の制約を受け得るものと考えております。

学校において、校長の判断で学習指導要領に基づき式典を厳粛に実施するとともに、児童生徒に国旗・国歌を尊重する態度を指導する一環として児童生徒にみずから範を示すことによる教育上の効果を期待して、教員に対しても国旗に敬意を払い国歌を斉唱するよう命ずることは、学校という機関や教員の職務の特性にかんがみれば、社会通念上合理的な範囲内のものと考えられます。
そういう点から、これを命ずることにより、教員の思想、良心の自由を制約するものではないと考えております。」と述べていることを踏まえたもの。
○　道教委としては、従前から、憲法及び教育基本法を初めとする教育関連法令にのっとり、教育の機会均等及び教育水準の維持向上を図るなど、本道教育の充実発展に努めてきたところであり、引き続き、本道の教育課題の解決に向け全力をあげてまいる考え。

【指摘事項に対する回答】
○　道教委としては、従前から、憲法及び教育基本法を初めとする教育関連法令にのっとり、教育の機会均等及び教育水準の維持向上を図るなど、本道教育の充実発展に努めてきたところであり、引き続き、本道の教育課題の解決に向け全力をあげてまいる考え。
○　情報提供制度の実施については、この度の北教組に係る事態に関連し、職員団体の活動による学校運営への影響や教職員が禁止されている政治的行為を行っている疑いがあることなどが報道され、国会や道議会においても議論されたことを踏まえ、正すべきことは正し、学校教育に対する道民の信頼確保を図るために導入したところ。
情報提供制度は、こうした法令等違反行為について広く道民から情報提供をいただき、寄せられた情報の内容や信憑性を十分に精査した上で適切に処理することを通じて、学校教育に対する道民の信頼確保につなげたいと考える。
【指摘事項に対する回答】
●　情報提供制度の実施については、この度の北教組に係る事態に関連し、職員団体の活動による学校運営への影響や教職員が禁止されている政治的行為を行っている疑いがあることなどが報道され、国会や道議会においても議論されたことを踏まえ、正すべきことは正し、学校教育に対する道民の信頼確保を図るために導入したところ。
 　　情報提供制度は、こうした法令等違反行為について広く道民から情報提供をいただき、寄せられた情報の内容や信憑性を十分に精査した上で適切に処理することを通じて、学校教育に対する道民の信頼確保につなげたいと考える。
○　学校給食の調理場については、学校給食法により、各学校ごとに調理を行う単独調理場方式と、複数の学校給食を一括してまかなう給食センターなどの共同調理場方式があり、本道においては、単独調理場がおよそ３３％、共同調理場がおよそ６６％となっているところ。
学校給食の具体的な実施方法については、各地域や学校の実情等に応じて、各学校の設置者において判断するものであるが、今後、施設の改築等や新たに設置する際には単独調理方式による教育上の効果等について十分検討するよう市町村に対し働きかけてまいる。

【指摘事項に対する回答】
●　平成２３年度に新規に改築を予定している給食施設は、６管内１市６町７施設で、平成２４年度は、２管内１市１村３施設となっている。
○　道教委では、毎年度、新規採用栄養教諭研修や経験者研修、栄養教諭研修等、栄養教諭や学校栄養職員を対象とした各種研修事業を実施しており、その講座の中で、調理員に対する衛生指導などについて、それぞれの学校や調理場において関係職員に対する研修や指導が実施できるよう研修内容の工夫に努めている。また、職員の担当業務の見直しや共同調理場全体の業務の効率化を図るなど、適正な運営に努めるよう市町村教育委員会に対し指導してきたところである。
○　道教委では、学校給食衛生管理基準を踏まえ、「北海道保健所条例施行規則」に定める検査料を参考に予算設定を行い、年２校（高等学校、特別支援学校各１校）において食品検査を実施し衛生管理の徹底や事故防止に努めている。検査項目としては、細菌検査（Ｏ157、サルモネラ菌、一般細菌）及び残留農薬検査（ジクロルボス、ＥＰＮ）、食品添加物検査（ソルビン酸、亜硝酸、サッカリン）で、１回当たりの検査料８５千円を予定している。

【指摘事項に対する回答】
●　平成２２年度においては、北海道月寒高等学校（９月２１日）と北海道帯広養護学校（１０月５日）の２校で実施したところ。食材と検査内容については次のとおりである。
【北海道月寒高等学校】
 　・食材：もやし、若鶏肉、木綿豆腐、長ネギの４品目
 　・検査：細菌検査（一般細菌、大腸菌、０－１５７、サルモネラ、カンピロバクター）
 　　　　　理化学検査（残留農薬）
【北海道帯広養護学校】
 　・食材：鶏卵、サケ、豚肉、福神漬け、たまねぎの５品目
 　・検査：細菌検査（サルモネラ、腸炎ピブリオ、０－１５７、０－２６）
 　　　　　添加物検査（食用黄色４号、５号、食用赤色１０２号、１０６号）
 　　　　　理化学検査（残留農薬）
○　児童・生徒に対し、安全に関する知識の習得と安全に行動できる意識・態度・能力の育成を図るため、小学校の低・中・高学年それぞれを対象とした「学校安全読本」を作成し、ホームページに掲載するなど、安全教育の充実に努めている。
また、学校、家庭、地域社会が一体となって、学校や通学路における子どもの安全・安心の確保に取り組む体制を整備するため、道、道警察と連携し、スクールガード・リーダーの配置拡充や育成、スクールガードの養成に取り組んでいる。
今後も、道、道警察などの関係機関・団体と一層の連携を図りながら、すべての市町村において、地域ぐるみの安全確保体制が整備されるよう努めるとともに、引き続き国に対して、学校安全体制の整備を推進する事業の充実を働きかけてまいりたい。

【指摘事項に対する回答】
平成２１年度においては、道事業（地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業）として下記のとおり実施しています。
・スクールガード養成講習会（３市町村　参加者６７名）
・スクールガード・リーダー育成講習会（３市町村　参加者３７名）
・スクールガード・リーダーの配置（８６市町村に１０６名）
・スクールガード・リーダー等の活用　８２市町村が独自に実施
平成２０年度の状況（平成２１年４月１日現在の学校数における調査）
・小学校区におけるスクールガード等活用状況  １，１３２校（90.9％）（スクールバス活用をしている１６校は、安全対策として有効であり、通学路の巡回等を要しないことから、総学校数（１，２４５校）から除いています。平成２１年度の状況は調査中。）
平成２２年度からは、市町村が実施主体となる補助事業となっており、３１市町村が申請する予定となっています。
・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業実施要綱（別添）
・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業費補助金交付要綱(別添)
○　栄養教諭の勤務状況に関わる現状に関する調査については、現在、実施時期や内容について検討を進めているところ。栄養教諭の指導内容や勤務の実態などの調査の結果については、学校における食育を計画的、継続的に推進していくため、共同調理場の業務の効率化や栄養教諭の担当業務の整理、教職員の理解の上での学校体制の整備、さらには市町村における食に関する指導体制の整備を進める観点から検証してまいる考え。
【指摘事項に対する回答】
●　調査の時期については、現在、検討を進めているところ。調査の内容については、公立小・中学校及び特別支援学校の小学部・中学部を対象に

一つ目として、学校における食育の推進にかかわること
・各学校における食に関する指導の回数や時間及び内容
・教職員の共通理解を図るための取組など
 　　二つ目として、栄養教諭の勤務実態にかかわること
・栄養教諭の週当たりの勤務時間や勤務場所
・配置校と受配校における業務内容など
これら２つの項目について、平成２２年度における状況を把握するための設問の検討を進めているところ。
○　栄養教諭及び学校栄養職員の定数については、標準法に準拠し、国の改善計画に沿って改善してきたところである。
これまでも、新たな教職員定数改善計画などにおいて、より一層の改善がなされるよう、国に要望してきたところであり、今後とも引き続き要望してまいりたい。
【指摘事項に対する回答】
●　栄養教諭及び学校栄養職員の定数については、標準法に準拠し、国の改善計画に沿って改善してきたところである。
これまでも、新たな教職員定数改善計画などにおいて、より一層の改善がなされるよう、国に要望してきたところであり、今後とも引き続き要望してまいりたい。
○　食物アレルギーを有する児童生徒への対応については、校長の責任のもと、学校全体での共通理解を図るとともに、栄養教諭等が献立作成や児童生徒の食物アレルギーの状況に応じた指導を進めることが大切であると考えている。
道教委では、食物アレルギーを有する児童生徒への対応や万が一アレルギーを発症した場合の対応について、「学校における危機管理の手引」や「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」などを通じて指導しているところである。




